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第１ 災害危険区域 
 

資料１－１．重要水防区間（県知事管理区間） 

（１）河川の部 

ﾗﾝｸ 水系名 河川名 地先名 延長（m） 予想状況 水防工法 

Ｂ 白川 鳥子川 西原村馬場～ 
右岸 

左岸 
堤防高不足 積み土のう工 

Ｂ 白川 鳥子川 西原村鳥子～ 
右岸 

左岸 
堤防高不足 積み土のう工 

Ｂ 緑川 布田川 西原村布田～ 
右岸 820 

左岸 820 
堤防高不足 積み土のう工 

Ｃ 緑川 布田川 西原村布田～ 
右岸 315 

左岸 315 
堤防高不足 積み土のう工 

Ｃ 緑川 木山川 西原村河原～ 
右岸 1,600 

左岸 1,600 
堤防高不足 積み土のう工 

Ｃ 緑川 滝川 西原村河原～ 
右岸 690 

左岸 690 
堤防高不足 積み土のう工 

出典：平成 30 年度 水防計画書（熊本県） 

 

 

資料１－２．地すべり危険箇所 

                         （農林水産省構造改善局所

管）  

    区域名      所   在   地              面積（ｈ

ａ） 

  指  定 

   河原谷(新田)   西原村大字河原新田         30.5  

   日向多々良   西原村大字宮山日向多々良      50  

 

（砂防地すべり：国土交通省所管） 

区域名 所在地 面積（ha） 指定 指定区域面積（ha） 

灰床 西原村大字灰床 91.8 ○ 15.7 
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資料１－３．急傾斜地崩壊危険箇所 

番

号 

箇所名 地形 ｵｰﾊﾞｰ 

ﾊﾝｸﾞ 

の有

無 

地質 湧水 

等の 

有無 

崩壊 

の 

有無 

地被物 

の状況 

人家 公共的建

物 

公共施設 がけ高

と同距

離以内

のがけ

下の家

戸数 

危険

度点

数 

急傾斜

地崩壊

危険区

域の指

定 

前回

調査

の有

無 

要

施 

行

箇 

所 

施

工 

状

況 

環境 

対策 

傾斜

度 

長さ 高

さ 

種

類 

表土の 

厚さ 

種類 数 種類 数 

1 小園 30 450 30 無 ④ 1.5 有 有 広葉樹 8   県道 150，村道 300 ２ 8 Ａ  有 単 未  

2 馬場 30 250 30 無 ④ 0.7 有 有 竹林 6   村道 250 １ 6 Ａ  有 単 未  

3 上鳥子 45 550 30 有 ③ 0.7 無 有 針広混交 21   村道 550 １ 21 Ａ 6,3,11 有 国 中  

4 葛目 30 550 20 無 ③ 1.0 無 有 針広混交 12   村道 550 １ 12 Ａ 7,3,22 有 単 中  

5 古閑 35 600 30 有 ③ 2.0 有 有 竹林 39   村道 450 １ 39 Ａ 2,3,28 有 単 概  

6 大切畑 40 500 30 無 ③ 1.5 有 有 竹林 26   村道 500 １ 26 Ａ 61,1,27 有 単 概  

7 出の口 30 200 30 無 ③ 1.5 無 有 針葉樹 8   村道 200 １ 8 Ａ  有 単 未  

8 布田 30 300 20 無 ④ 1.0 無 有 針広混交 8   県道 200，村道 100 ２ 8 Ａ  有 単 未  

9 多々良 45 500 20 有 ③ 1.5 無 有 竹林 20   村道 500 １ 20 Ａ 4,1,17 有 単 中  

10 日向 40 350 20 有 ② 1.5 有 有 針広混交 28   村道 200 １ 28 Ａ 62,9,17 有 単 概  

11 堀切 70 110 7 無 ⑤ 1.5 無 有 針広混交 7   県道 110 １ 7 Ｂ 3,3,26 無 単 未  

12 星田 35 450 30 有 ② 1.5 無 有 針広混交 27   県道 450 １ 27 Ａ 62,1,27 有 国 概  

13 田中 40 700 30 有 ③ 2.0 無 有 針広混交 47 郵便局 1 村道 700 １ 47 Ａ 3,3,26 有 国 概  

14 秋田 40 400 30 有 ③ 1.5 無 有 針広混交 66   県道 600 １ 66 Ａ 2,3,28 有 国 概  

15 土林 45 180 12 無 ③ 1.5 無 有 竹林 12   県道 100 １ 12 Ａ 2,3,28 無 国 概  

16 門出 40 300 30 無 ③ 1.5 無 有 竹林 6 保育園 1 村道 200 １ 6 Ａ  有 単 未  

17 滝 45 700 30 無 ③ 1.5 有 有 広葉樹 31   村道 300 １ 31 Ａ  有 単 未  

18 瓜生迫 30 300 20 無 ④ 1.5 無 有 針広混交 28   村道 300 １ 28 Ａ  有 単 未  

19 小野 30 400 20 無 ③ 1.5 無 有 竹林 35   村道 250 １ 35 Ａ  有 単 未  

20 猿帰 35 300 20 無 ③ 1.0 無 有 針広混交 7   村道 250 １ 7 Ａ  有 単 未  

21 南原 45 350 20 無 ③ 1.0 有 有 針広混交 5   村道 350 １ 5 Ａ  有 単 未  

22 灰床 45 350 30 有 ④ 1.0 有 有 針広混交 21   村道 350 １ 21 Ａ  有 他 未  
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資料１－４．山腹崩壊危険箇所 

番号 
位置 

直接保安対象施設 治山事業 地すべり  保安林 

人家 公共  進捗  防止区域  

大字 字 戸数  施設 道路 状況  指定  の指定 

１ 鳥子 古閑 ２６  １ 村道 無 無 無 

２ 宮山 日向･多々良 １０  〃 一部 〃 有 

３ 河原 瓜生迫 ２５  村農 既成 〃 〃 

４ 〃  田中 ４５ １ 県村 無 〃 無 

５ 〃  滝 ３０   村道 〃 〃 〃 

６ 鳥子 桃木原 ２   〃 〃 〃 

 



 

資料 - 4 

資料１－５．土石流危険箇所 

番 

号 

河川名 渓流 

所在地 

渓流概況 保全対策 砂防 砂防  

渓流長  渓流面積  河幅  人口  人家  公共施設等  耕地面積  指定 設備 備考  

河川名 渓流名 (km) (㎢) (m) (人) 戸数  (ha) 有無 有無  

１ 鳥子川 
上鳥子

谷 
上鳥子 1.30 0.47 1.5 26 7 他80m 0.56 無 無  

２ 葛目川 馬頭川 桑鶴 1.00 0.43 2.5 22 6 
県30m 

他150m 
0.00 有 無  

３ 鳥子川 
塩井社

川 
袴野 0.95 0.32 2.5 30 8 他100m 2.39 有 有1 ﾀﾞﾑ1 

４ 鳥子川 妙見川 袴野 0.80 0.54 2.0 18 5 他120m 3.64 有 無  

５ 鳥子川 袴野川 袴野 2.46 0.93 5.5 18 5 他100m 3.09 有 有5 ﾀﾞﾑ4 

６ 鳥子川 長迫川 古閑 0.94 0.64 2.5 51 17 0 15.00 有 有  

７ 布田川 布田川 小牧 4.00 4.84 10.0 41 11 他80m 1.65 有 有2 ﾀﾞﾑ1 

８ 布田川 瀬戸川 小牧 0.87 0.49 4.0 18 5 他600m 1.94 有 有1 ﾀﾞﾑ1 

９ 布田川 桶井川 宮山 1.50 0.82 3.5 82 22 公1 2.22 有 有2 ﾀﾞﾑ2 

10 木山川 木山川 門出 4.72 13.21 2.5 18 5 他120m 0.32 有 有1 
ﾀﾞﾑ

12 

11 木山川 滝川 門出 6.09 4.93 5.5 33 9 他20m 0.77 有 無  

12 木山川 黒岩川 土林 2.59 1.73 3.5 18 5 他360m 1.43 有 無  

13 黒岩川 土林谷 土林 0.31 0.04 1.5 18 5 他180m 1.11 無 無  

14 金山川 南原谷 南原 0.41 0.18 2.0 18 5 他150m 0.00 無 無  

15 木山川 谷後川 土林 2.00 0.43 3.0 7 2 公1 0.60 有 有 ﾀﾞﾑ1 
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資料１－６．道路危険箇所 

（１）主要地方道 

路線名 
危険箇所数 

危険内容 
要対策 防災カルテ 計 

熊本高森線 ３ ２ ５ 落石・崩壊 

熊本高森線 １  １ 岩石崩壊 

熊本高森線 １ １ ２ 盛土 

熊本高森線 ３  ３ 土石流 

 

 

（２）一般県道 

路線名 
危険箇所数 

危険内容 
要対策 防災カルテ 計 

山西大津線 ３  ３ 落石・崩壊 

 

 

（３）村道 

路線名 区間名 
危険箇所数 危険内容 

Ⅰﾗﾝｸ Ⅱﾗﾝｸ Ⅲﾗﾝｸ 計 

秋田灰床 小野～ゴルフ場   １ １ 落石・崩壊 

猿帰南原 猿帰～南原   ５ ５ 〃 

宮山医王寺向 医王寺向原野地内   ３ ３ 〃 

医王寺大野 小川原   ５  ５ 〃 
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資料１－７．崩壊土砂流出危険箇所 

番号 

位置 
人家 

戸数 

公共 

施設 
道路 

治山事業 

進捗状況 

地すべり 

防止区域 

指定 

保安林の 

指定 大字 字 

１ 小森 土橋桑鶴 ２９  村道 無 無 無 

２ 小森 土橋桑鶴 １１  村道 無 無 無 

３ 小森 俵山 ０  県道 無 無 無 

４ 小森 俵山 ０  県道 無 無 有 

５ 小森 袴野 １０  県村 無 無 有 

６ 小森 袴野 １４  村道 無 無 有 

７ 宮山 小牧山下 １７  村道  一部 無 有 

８ 宮山 小牧山下 ０  村道  一部 無 有 

９ 宮山 出の口 １７   無 無 有 

１０ 宮山 出の口 １１  村道 無 無 有 

１１ 河原 滝 １５  村道  未成 無 無 

１２ 河原 灰床 ４  村林  概成 無 無 

１３ 河原 灰床 ３１  村林  概成 無 無 

１４ 河原 灰床 ２  村道 無 無 無 

１５ 河原 大野 ３７ １ 県村林 一部 無 有 

１６ 宮山 医王寺向 １５  村道  一部 無 有 

１７ 宮山 中野尾 １８ １ 村道  一部 無 有 

１８ 宮山 医王寺向   村道  一部 無 有 

１９ 宮山 出の口鶴 １８  林道 無 無 有 
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資料１－８．土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域 

区域番号 区域名 大字名 
現象の 

種類 

土砂災害 

警戒区域等 告示番号 告示年月日 

警戒 特別 

432-1-001(人) 秋田 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-001-1 上鳥子-1 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-001-2 上鳥子-2 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-001-3 上鳥子-3 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-002-1 馬場-1 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-002-2 馬場-2 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-002-3 馬場-3 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-003-1 小園 1-1 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-003-2 小園 1-2 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-003-3 小園 1-3 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-004 葛目 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-005 古閑 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-006 大切畑 小森 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-007 布田 布田 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-008-1 田中-1 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-008-2 田中-2 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-008-3 田中-3 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-008-4 田中-4 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-008-5 田中-5 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○  熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-009 秋田 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-010-1 日向-1 宮山 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-010-2 日向-2 宮山 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-010-3 日向-3 宮山 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 
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区域番号 区域名 大字名 
現象の 

種類 

土砂災害 

警戒区域等 告示番号 告示年月日 

警戒 特別 

432-1-010-4 日向-4 宮山 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-011 多々良 宮山 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-012 堀切 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-013-1 星田-1 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○  熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-013-2 星田-2 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○  熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-013-3 星田-3 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-014-1 土林-1 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-014-2 土林-2 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-014-3 土林-3 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-014-4 土林-4 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-015-1 瓜生迫-1 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-015-2 瓜生迫-2 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-015-3 瓜生迫-3 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-015-4 瓜生迫-4 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-015-5 瓜生迫-5 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-015-6 瓜生迫-6 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-016-1 小野-1 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-016-2 小野-2 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-016-3 小野-3 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-017-1 門出-1 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-017-2 門出-2 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-017-3 門出-3 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-018-1 滝-1 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-018-2 滝-2 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 
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区域番号 区域名 大字名 
現象の 

種類 

土砂災害 

警戒区域等 告示番号 告示年月日 

警戒 特別 

432-1-018-3 滝-3 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-018-4 滝-4 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-018-5 滝-5 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-019-1 猿帰-1 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-019-2 猿帰-2 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-019-3 猿帰-3 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-021-1 灰床-1 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-021-2 灰床-2 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-021-3 灰床-3 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-021-4 灰床-4 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-001 畑 小森 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-002 小牧 宮山 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-003 袴野 小森 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-004-1 小園 2-1 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-004-2 小園 2-2 鳥子 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-005 南原 河原 
急傾斜地

の崩壊 
○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-001 小園川 鳥子 土石流 ○ ○ 
熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-002 馬頭川 小森 土石流 ○  熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-003 塩井社川 
小森･

宮山 
土石流 ○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-004 妙見川 
小森･

宮山 
土石流 ○ ○ 

熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-005 布田川 宮山 土石流 ○  熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-006 瀬戸川 宮山 土石流 ○ ○ 
熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-007-1 桶井川-1 宮山 土石流 ○  熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-007-2 桶井川-2 宮山 土石流 ○  熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 
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区域番号 区域名 大字名 
現象の 

種類 

土砂災害 

警戒区域等 告示番号 告示年月日 

警戒 特別 

432-1-007-3 桶井川-3 宮山 土石流 ○ ○ 
熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-008 木山川 
宮山･

河原 
土石流 ○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-1-009 滝川 河原 土石流 ○ ○ 
熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-001 上鳥子谷 鳥子 土石流 ○  熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-002 葛目川 鳥子 土石流 ○  熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-003 
桑鶴第 1

谷 

小森･

鳥子 
土石流 ○ ○ 

熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-004 
桑鶴第 2

谷 

小森･

鳥子 
土石流 ○  熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-005 袴野川 
小森･

宮山 
土石流 ○ ○ 

熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-006-1 黒岩川-1 河原 土石流 ○ ○ 
熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-006-2 黒岩川-2 河原 土石流 ○  熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-007 土林谷 河原 土石流 ○  熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-008 金山谷 河原 土石流 ○ ○ 
熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-009 灰床川 河原 土石流 ○ ○ 
熊本県告示

第 232 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

432-2-010 南原谷 河原 土石流 ○  熊本県告示

第 233 号 
平成 28 年 3 月 8 日 

54 灰床 河原 地滑り ○  熊本県告示

第 983 号 
平成 28 年 11 月 18 日 

128 大切畑 小森 地滑り ○  熊本県告示

第 149 号 
平成 30 年 2 月 27 日 
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資料１－９．危険区域における要配慮者等が利用する施設一覧 

No 名称  区分  住所  

土砂災害  

警戒区域  

洪水浸水想

定区域  

（木山川） 
ため池浸水想定

区域  ※１ 
土砂災害  

防止法  
水防法  

１ 河原小学校  学校  
西 原 村 大 字

河原 976 
警戒区域内  ― ― 

２ 西原中学校  中学校  
西 原 村 大 字

小森 3251 
― ― 0.5m 未満の浸水  

（下小森ため池） 

３ 
西原村社会福祉

協議会  
社協  

西 原 村 大 字

小森 572 
― ― 0.5m 未満の浸水  

（下小森ため池） 

４ にしはら保育園  保育園  
西 原 村 大 字

小森 575-1 
― ― 0.5m 未満の浸水  

（下小森ため池） 

※１：ため池浸水想定区域内の要配慮者施設の管理者等には、水防法又は土砂災害防止法

に基づく要配慮者利用施設の管理者等による避難確保計画の作成及び避難訓練の

実施等の義務付けはないが、危険区域内に立地していることを周知するために掲載

するものである。 

 

 

 

第２ 危険物等  

 

資料２－１．危険物製造所等の現況 

本村における消防法の規制対象となる危険物製造所等の現況は次のとおりである。  

 

平成２９年３月３１日現在 

種 

別 

製 

造 

所 

貯蔵所 取扱所  

計 屋内 

貯蔵所 

屋外 

貯蔵所 

屋外 

タンク 

地下 

タンク 

簡易 

タンク 

移動 

タンク 

屋外 

緒量所 

給油 

取扱所 

一般 

取扱所 

数 １ ９ １ ０ １０ ０ １ １ ９ ７ ３９ 

出典：平成 29 年版 消防年報くまもと（熊本市消防局） 
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第３ 気象観測施設  

 

資料３－１．気象観測施設 

本村における気象観測施設の概要は次のとおりである。 

平成２２年４月１日現在 

所属 所在地 緯度 経度 観測器 観測種目 備考 

西原村 小森3259 32°49′55″  130°54′18″ 雨量計 雨量  

西原村 大野   雨量計 雨量 育成牧場 

 

西原村避難勧告等発令システム 

No. 河川 観測器 備考 

① 鳥子川 カメラ、水位計、雨量計  

② 布田川 水位計、雨量計  

③ 布田川 カメラ  

④ 木山川 カメラ  

※設置場所は次の図面のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② ③ 

④ 
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第４ 西原村防災組織  

 

資料４－１ 災害対策本部の組織編成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策本部 

本部長 ：村長 

副本部長：副村長 

本部員 ：教育長 

     各課長 

本部会議 

室 長：総務課長 

室 員：総務課職員 

本部室 

総

務

対

策

班 

住

民

福

祉

対

策

班 

保

健

衛

生

対

策

班 

土

木

建

築

対

策

班 
水

道

対

策

班 

農

林

対

策

班 

経

理

対

策

班 

税

務

対

策

班 

文

教

対

策

班 
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第５ 職員配置  

 

資料５－１．災害対策本部の事務分掌 

対策班名 

（班長） 
班員 分掌事務 

総務対策班長 

（総務課長） 

総務課 

企画商工課 

建設課 

議会事務局 

１ 本部室の事務に関する事項 

２ 災害経費の予算措置に関する事項 

３ 応援・受援の総合調整に関する事項 

４ 職員の動員派遣に関する事項 

５ 情報収集被害報告の取りまとめ事項 

６ 災害応急措置、他の部との連絡調整に関す

る事項 

７ 広報活動に関する事項 

８ 消防団の活動に関する事項 

９ 車両の配置、編成等に関する事項 

10 避難指示等の発令に関する事項 

11 職員の健康管理及び食料確保に関する事項 

12 住民からの問い合わせ対応に関する事項 

13 その他の班に属しない事項 

住民福祉対策班 

（住民福祉課

長） 

住民福祉課 １ 災害救助法に関する事項 

２ 物資の確保及び調達に関する事項 

３ 義援金及び見舞金等の処理に関する事項 

４ 羅災者の保護収容に関する事項 

５ 被害の取りまとめ、本部室との連絡に関す

る事項 

６ 避難所の開設・運営に関する事項 

７ 要配慮者への支援に関する事項 

８ 応急修理に関する事項 

９ 他班の応援に関する事項 
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対策班名 

（班長） 
班員 分掌事務 

保健衛生対策班 

（保健衛生課

長） 

保健衛生課 １ 食品衛生に関する事項 

２ 清掃に関する事項 

３ 医薬品、衛生材料の供給に関する事項 

４ 防疫救護に関する事項 

５ 医療関係者の動員配置者輸送に関する事項 

６ 日赤との連絡に関する事項 

７ 災害廃棄物の処理その他環境衛生に関する

事項 

８ 仮設トイレの設置及びし尿処理に関する事

項 

９ 他班の応援に関する事項 

土木建築対策班 

（建設課長） 

建設課 

 

１ 災害に関する事項 

２ 土木施設の応急対策、資材の確保に関する

事項 

３ 交通途絶時の対策施設に関する事項 

４ 土木に関する被害の取りまとめ、本部室と

の連絡に関する事項 

５ 物資輸送及び輸送拠点の管理・運営支援に

関する事項 

６ 他班の応援に関する事項 

水道対策班 

（建設課長） 

建設課 

（水道係） 

１ 災害に関する事項 

２ 飲料水施設に関する事項 

３ 給水に関する事項 

４ 簡易水道等の被害の取りまとめ、本部室と

の連絡に関する事項 

５ 他班の応援に関する事項 

農林対策班 

（産業課長） 

産業課 

農業委員会 

１ 物資の確保及び調達の協力に関する事項 

２ 農地、林野、治山、林道、牧野、牧草に関

する事項 

３ 被害の取りまとめ、本部室との連絡に関す

る事項 

４ 被害農家、林業者等に対する融資の斡旋に

関する事項 

５ 他班の応援に関する事項 

経理対策班 

（会計管理者） 

会計課 １ 災害救助基金の出納に関する事項 

２ 義援金等、現金の保管に関する事項 

３ 他班の応援に関する事項 
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対策班名 

（班長） 
班員 分掌事務 

税務対策班 

（税務課長） 

税務課 １ 住宅の被害認定調査及び罹災証明書の交付

に関する事項 

２ 他班の応援に関する事項 

文教対策班 

（教育長） 

教育委員会 １ 応急教育対策に関する事項 

２ 避難所の開設・運営協力に関する事項 

３ 民間団体の活用に関する事項 

４ 文教施設の災害情報収集、被害報告、本部

室との連絡に関する事項 

５ その他教育委員会の所掌事務に係る災害予

防、災害応急対策に関する事項 

６ 他班の応援に関する事項 
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資料５－２．職員の動員配備体制 

（１）一般災害 

配備基準 

体制区

分  
基準  内容  

注意体制  
ア  大雨注意報、洪水注意報が

発表された場合  

予警報の伝達、災害情報ならびに被害

報告の収集にあたることのできる体制

とする。  

警戒体制  

ア  気象警報 、土砂災害警戒情

報が１以上発表されたとき  

イ  災害発生のおそれがある場

合、もしくは、災害が発生した

場合  

警報の伝達、災害の情報及び被害報告

の収集等災害応急対策の実施 を行える

体制とする。  

【村長が必要と認めたとき災害警戒本部を設置】 

非
常
体
制 

第１

配備  

ア  局地的な災害が発生した場

合  

イ  その他必要により本部長が

当該配置を指示したとき  

予警報の伝達災害情報及び被害報告

の収集、水防救助活動が円滑に行い得

る体制とする。  

【村長が必要と認めたとき災害対策本部を設置】 

第２

配備  

ア  特別警報が発表された場合  

イ  局地的な災害が発生し、さ

らに被害が拡大す る おそれが

ある場合  

ウ  その他必要により本部長が

当該配置を指示したとき  

第１配置により難しい場合、直ちに

災 害 応 急 活 動 が 開 始 で き る 体 制 と す

る。  

【村長が必要と認めたとき災害対策本部を設置】 

第３

配備  

ア  村内全域にわたる災害が発

生し、被害の甚大な場合  

イ  本部長が当該配置を指示し

たとき  

全職員をもってあたるもので、状況

によりそれぞれの災害応急対策活動が

強力に推進できる体制とする。配置時

期のアの事項をテレビ・ラジオ等で確

認した場合は、直ちに職員自ら情報収

集 に 努 め 自 主 的 に 登 庁 す る も の と す

る。  

【村長が必要と認めたとき災害対策本部を設置】 

 

配備体制 

対策班  

配置要員の数  

注意体制  警戒体制  
災害対策本部体制  

第１配置  第２配置  第３配置  

総務対策班  ２名  ３名  全職員  全職員  全職員  

住民福祉対策班   ２名  ２名  ４名  全職員  

保健衛生対策班   ２名  ２名  ４名  全職員  

土木建築対策班  ２名  ３名  全職員  全職員  全職員  

水道対策班   ２名  全職員  全職員  全職員  

農林対策班   ２名  ２名  ４名  全職員  

経理対策班   １名  ２名  ２名  全職員  

税務対策班   １名  ２名  ２名  全職員  

文教対策班   ２名  ２名  ４名  全職員  
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（２）地震災害 

配備基準 

体制区分  基準  内容  

第１  

警戒体制  

ア  震度４の地震が発生した

場合  

イ  その他状況により村長が

必要と判断した時  

地震情報の伝達及び被害情報の収集、

必要に応じて被害情報等を関係各課に

連絡できる体制とする。  

第２  

警戒体制  

ア  震度５弱又は５強の地震

が発生した場合  

イ  その他状況により村長が

必要と判断した時  

地震情報の伝達、災害情報及び被害報

告の収集等災害応急対策の実施 を行え

る体制とする。関係課職員は直ちに自

主登庁するものとする。  

【村長が必要と認めたとき災害警戒本部を設置】 

非常体制  

ア  震度６弱以上の地震が発

生  

イ  その他状況により村長が

必要と判断した時  

全職員をもってあたるもので、状況

によりそれぞれの災害応急対策活動が

強力に推進できる体制とする。配置時

期のアの事項をテレビ・ラジオ等で確

認した場合は、直ちに職員自ら情報収

集 に 努 め 自 主 的 に 登 庁 す る も の と す

る。  

【災害対策本部の自動設置】  

 

配備体制 

対策班  

配置要員の数  

第１  

警戒体制  

第２  

警戒体制  

非常体制  

（災害対策本部体制）  

総務対策班  ２名  ３名  全職員  

住民福祉対策班   ２名  全職員  

保健衛生対策班   ２名  全職員  

土木建築対策班  ２名  ３名  全職員  

水道対策班   ２名  全職員  

農林対策班   ２名  全職員  

経理対策班   １名  全職員  

税務対策班   １名  全職員  

文教対策班   ２名  全職員  
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第６ 気象関係資料  

 

資料６－１．熊本地方気象台から発表される気象警報、注意報の種類及び発表基

準 

平成 29 年 12 月 20 日現在 

種 類 発表基準 

特

別

警

報 

暴 風 特

別警報 

暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと

きに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うことによる

視程障害などによる重大な災害」のおそれについても警戒を呼びかける。  

暴 風 雪

特 別 警

報 

雪を伴う暴風が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく

大きいときに発表される。「暴風による重大な災害」に加えて「雪を伴うこ

とによる視程障害などによる重大な災害」のおそれについても警戒を呼び

かける。 

大 雨 特

別警報 

大雨が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと

きに発表される。特に警戒すべき事項を標題に明示して「大雨特別警報（土

砂災害）」、「大雨特別警報（浸水害）」又は「大雨特別警報（土砂災害、浸水

害）」のように発表される。 

大 雪 特

別警報 

大雪が特に異常であるため重大な災害が発生するおそれが著しく大きいと

きに発表される。 

警

報 

暴 風 警

報 

暴風によって重大な災害が起こるおそれがあると予想されるときに発表さ

れる。具体的には平均風速が２０ｍ／ｓ以上になると予想される場合。  

暴 風 雪

警報 

暴風雪によって重大な災害が起こるおそれがあると予想されるときに発表

される。具体的には雪を伴い、平均風速が２０ｍ／ｓ以上になると予想さ

れる場合。 

大 雨 警

報 

大雨によって重大な災害が起こるおそれがあると予想されるときに発表さ

れる。特に警戒すべき事項を標題に明示して「大雨警報（土砂災害）」、「大

雨警報（浸水害）」または「大雨警報（土砂災害、浸水害）」のように発表さ

れる。具体的には、浸水害は表面雨量指数基準が 21、土砂災害は土壌雨量

指数基準が 181 に到達することが予想される場合。  

洪 水 警

報 

洪水によって重大な災害が起こるおそれがあると予想されるときに発表さ

れる。具体的には、次の主な河川の流域雨量指数について、木山川流域が

10.8、滝川流域が 7.6 に到達することが予想される場合。 

大 雪 警

報 

降雪や積雪による住家等の被害や交通障害など、大雪により重大な災害が

発生するおそれがあると予想されるときに発表される。  

注

意

報 

強 風 注

意報 

強風により災害が発生するおそれがあると予想されるときに発表される。

具体的には、平均風速が１０ｍ／ｓ以上になると予想される場合。  

風 雪 注

意報 

雪を伴う強風により災害が発生するおそれがあると予想されるときに発表

される。「強風による災害」に加えて「雪を伴うことによる視程障害などに

よる災害」のおそれについても注意を呼びかける。具体的には雪を伴い、

平均風速が１０ｍ／ｓ以上になると予想される場合。  

大 雨 注

意報 

大雨によって災害が起こるおそれがあると予想されるときに発表される。

具体的には表面雨量指数が 16、または土壌雨量指数が 128 に到達すること

が予想される場合。 

洪 水 注

意報 

洪水によって災害が起こるおそれがあると予想されるときに発表される。

具体的には、次の主な河川の流域雨量指数について、木山川流域が 8.6、滝

川流域が 6 に到達することが予想される場合。 

大 雪 注

意報 

降雪や積雪による住家等の被害や交通障害など、大雪により災害が発生す

るおそれがあると予想されるときに発表される。  
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種 類 発表基準 

雷 注 意

報 

落雷により災害が発生するおそれがあると予想されるときに発表される。

また、発達した雷雲の下で発生することの多い竜巻等の突風や「ひょう」

による災害についての注意喚起が付加されることもある。急な強い雨への

注意についても雷注意報で呼びかける。  

大 雨 注

意報 

大雨によって災害が起こるおそれがあると予想されるときに発表される。

具体的には１時間雨量が４０mm 以上、土壌雨量指数が 134 に到達すること

が予想される場合。 

濃 霧 注

意報 

濃霧により交通機関等に著しい支障が生じるおそれがあると予想されると

きに発表される。具体的には濃霧によって視程が１００ｍ以下になると予

想される場合。 

乾 燥 注

意報 

空気が乾燥し、火災の危険が大きいと予想されるときに発表される。具体

的には実効湿度が６５％以下で最小湿度が４０％以下になると予想される

場合。 

霜 注 意

報 

早霜、晩霜等により農作物に著しい被害が予想されるときに発表される。

具体的には１１月２０日までの早霜、３月２０日以降の晩霜で最低気温

３℃以下になると予想される場合。  

低 温 注

意報 

低温によって農作物、水道管（破裂）、道路（凍結）等に著しい被害が起こ

るおそれがあると予想されるときに発表される。具体的には、  

冬期：平地での最低気温が－５℃以下になると予想される場合。  

夏期：平年より平均気温が４℃以上低い日が３日続いた後、さらに２日以

上続くと予想される場合。  

融 雪 注

意報 

（融雪注意報は、減少による災害が極めて稀であり、災害との関係が不明

確であるため、具体的な基準を設けない。）  

な だ れ

注意報 

山などの斜面に積もった雪が崩落することによる人や建物の被害が発生す

るおそれがあると予想したときに発表される。具体的には、積雪の深さが

100cm 以上で、次のいずれかの場合。  

①気温３℃以上の好天、②低気圧等による降雨、③降雪の深さ 30cm 以上 

着 氷 注

意報・着

雪 注 意

報 

着氷注意報・着雪注意報は、水蒸気や水しぶきの付着・凍結による通信線・

送電線の断線、船体着氷による転覆・沈没等の被害が発生するおそれのあ

るときに発表される。具体的には、大雪警報・注意報の条件下で気温－２℃

～２℃になると予想される場合。  

 

※その他 

種 類 発表基準 

記 録 的 短 時

間大雨情報 

熊本県内で大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な

短時間の大雨を観測(地上の雨量計による観測)又は解析(気象レーダーと

地上の雨量計を組み合わせた分析)したときに、府県気象情報の一種とし

て発表される。この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中

小河川の増水・氾濫といった災害発生につながるような猛烈な雨が降って

いる状況であり、実際に災害発生の危険度が高まっている場所について

は、警報の「危険度分布」で確認することができる。  
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※特別警報の目安 

種 類 発表基準 

雨を要因と

するとき 

次の①又は②いずれかを満たすと予想され、かつ、更に雨が降り続くと予

想される場合 

①48 時間降水量及び土壌雨量指数において、50 年に一度の値以上となっ

た 5km 格子が、共に府県程度の広がりの範囲内で 50 格子以上出現。 

②3 時間降水量及び土壌雨量指数において、50 年に一度の値以上となった

5km 格子が、共に府県程度の広がりの範囲内で 10 格子以上出現 

※50 年に一度の値 48 時間雨量：736mm、３時間雨量：210mm、 

        土壌雨量指数：356    （平成 30 年 10 月 1 日現

在） 

台 風 等 を 要

因とする 

「伊勢湾台風」級（中心気圧 930hPa 以下又は最大風速 50m/s 以上）の台風

や同程度の温帯低気圧が来襲する場合。  

雪 を 要 因 と

するとき 

県程度の広がりをもって 50 年に一度の積雪深となり、かつ、その後も警報

級の降雪が丸一日程度以上続くと予想される場合  

・観測地点（熊本） 

  50 年に一度の積雪深：７cm（※１）、既往最深積雪深：13cm 

・観測地点（南阿蘇） 

  50 年に一度の積雪深：※２、既往最深積雪深：９cm 

※１：参考値、※２：算出不可（データ不足） 

（平成 30 年 10 月 18 日現在） 

 



 

資料 - 22 

資料６－２．警報・注意報の地域細分 

平成 25 年３月４日現在 

一次細分区域 
市町村等をまと

めた地域 
二次細分区域 

熊本地方 

山鹿菊池 山鹿市、菊池市、合志市、大津町、菊陽町 

荒尾玉名 荒尾市、玉名市、玉東町、和水町、南関町、長洲町 

熊本市 熊本市 

上益城 西原村、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町 

宇城八代 八代市、宇土市、宇城市、美里町、氷川町 

阿蘇地方  
阿蘇市、南小国町、小国町、産山村、高森町、 

南阿蘇村 

天草・芦北地方 
天草地方 天草市、上天草市、苓北町 

芦北地方 水俣市、芦北町、津奈木町 

球磨地方  
人吉市、錦町、あさぎり町、多良木町、湯前町、 

水上村、相良村、五木村、山江村、球磨村 

 

 

 

気象警報・注意報等の発表区域の図 

（出典：気象庁ホームページ） 
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第７ 避難場所等 

 

資料７－１．指定避難所・指定緊急避難場所一覧 

令和 4 年 6 月末現在 

○ ：利用可能な避難所等 

※１：0.5 未満の浸水（下小森ため池）のため、２階以上に避難する。  

 

 

No 名称  区分  種別  住所  
地
震
時 

洪水時  土砂災害時  

木
山
川 

た
め
池 

急
傾
斜
地 

土
石
流 

地
す
べ
り 

１ 山西小学校  指定避難所  
第 1 

避難場所  

西原村小森

2767 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

２ 西原中学校  指定避難所  
第 2 

避難場所  

西原村小森

3251 
○ ○ 

※

１ 
○ ○ ○ 

３ 河原小学校  指定避難所  
第 1 

避難場所  

西原村河原

976 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

４ 構造改善センター 

指定避難所  

兼指定緊急

避難場所  

第 3 

避難場所  

西原村小森

3204 ｰ 1 
○ ○ 

※

１ 
○ ○ ○ 

5 
西原村総合体育

館  
指定避難所  

第 1 

避難場所  

西原村小森

3161 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

6 

社会福祉法人成

仁会  特別養護

老人ホーム  み

どりの館  

福祉避難所  

特別養護

老人ホー

ム  

西原村大字

布田 897-

1 

○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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資料７－２．一時集合場所及び誘導員 

危険区域名 
危険

戸数 
予想される災害 誘導員 避難場所 伝達方法 備考 

小 園 １７ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 
小園公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

馬 場 ６ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 
馬場公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

上鳥子 ２１ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 

区長及び消防 

団員指定民家 

戸別伝達 

防災無線 
 

葛 目 １２ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 
葛目公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

古 閑 ３９ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 
古閑公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

大切畑 ２６ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 
大切畑公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

布 田 ８ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 

区長及び消防 

団員指定民家 

戸別伝達 

防災無線 
 

出の口 ８ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 
出の口公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

多々良 ２０ 
山崩れ、溢水 

地すべり 

区長及び 

消防団員 
多々良公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

日 向 ２８ 
山崩れ、溢水 

地すべり 

区長及び  

消防団員  
日向公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

星 田 ３４ 山崩れ 
区長及び  

消防団員  
星田公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

田 中 ４７ 山崩れ、溢水 
区長及び 

消防団員 

門出、田中 

公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

門 出 ６ 山崩れ、溢水 
区長及び 

消防団員 

門出、田中 

公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

秋 田 

土 林 
７８ 山崩れ、溢水 

区長及び 

消防団員 
秋田公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

滝 ３１ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 
滝公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

瓜生迫 ２８ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 
瓜生迫公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

小 野 ３５ 山崩れ 
区長及び 

消防団員 
小野公民館 

戸別伝達 

防災無線 
 

猿 帰 ７ 山崩れ 区  長 猿帰公民館 
戸別伝達 

防災無線 
 

南 原 ５ 山崩れ 区  長 
区  長 

指定民家 

戸別伝達 

防災無線 
 

灰 床 ２１ 
山崩れ、 

地すべり 

区長及び 

消防団員 

区長及び消防 

団員指定民家 

戸別伝達 

防災無線 
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資料７－３．避難指示等の発令基準 

村は、次の基準に達した場合、状況を踏まえて避難指示等を発令する。 

 

＜洪水＞ 

避難情報 発令基準 

【警戒レベ

ル３】高齢

者等避難 

①～③のいずれかの一つに該当する場合に発令する  

①西原村に大雨警報（浸水害）若しくは洪水警報が発表され、  

 かつ洪水警報の危険度分布（気象庁キキクル）で、河川が「警戒（赤）」（警

戒レベル３相当）で表示され、 

 さらに各河川の水位が次の状況で、引き続き降雨及び水位の上昇が予測さ

れるとき 

 ・「新高下橋」又は「上鳥子橋」の河川水位が６割水深に到達 

 ・木山川：益城町田原で避難判断水位 2.61m に到達 

②西原村に大雨警報（浸水害）若しくは洪水警報が発表され、  

 かつ夜間～翌日早朝に警報に切り替わる可能性が発表されるとき  

③強い降雨を伴う台風が夜間から明け方に接近・通過し、多量の降雨が予想

されるとき 

 

【 警 戒 レ

ベル４】避

難指示 

①～④のいずれかの一つに該当する場合に発令する  

①西原村に大雨警報（浸水害）若しくは洪水警報が発表され、  

かつ洪水警報の危険度分布（気象庁キキクル）で、河川が「危険（紫）」（警

戒レベル４相当）で表示され、 

さらに各河川の水位が次の状況で、引き続き降雨及び水位の上昇が予測さ

れるとき 

・「新高下橋」又は「上鳥子橋」の河川水位が桁下高 -60cm に到達 

・木山川：益城町田原で氾濫危険水位 3.09m に到達 

②記録的短時間大雨情報（時間雨量 110mm）が発表されたとき 

③河川巡視により避難の必要に関する通報があったとき  

④浸水の発生について住民から通報があったとき  

【 警 戒 レ

ベル５】災

害 発 生 情

報 

①～④のいずれかの一つに該当する場合に発令する  

①大雨特別警報が発表されたとき  

②堤防の決壊若しくは決壊に繋がる異常な漏水の進行や亀裂等を発見したと

き 

③樋門等の機能支障（樋門が閉まらない等の事故）、流木による河道閉塞が発

見されたとき 

※避難指示等の解除は、洪水警報等の解除、今後の気象状況、水位が背後地盤高を下回る等を

総合的に判断して行う。ただし、堤防決壊による浸水が発生した場合の解除については、河

川からの氾濫の恐れがなくなった段階を基本として解除するものとする。  
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＜土砂災害＞ 

避難情報 発令基準 

【 警 戒 レ

ベル３】高

齢 者 等 避

難 

①～③のいずれかの一つに該当する場合に発令する  

①大雨警報（土砂災害）が発表され、かつ、土砂災害危険度分布（気象庁キキクル）

において「警戒（赤）」（警戒レベル３相当）で表示された場合 

②数時間後に避難経路等の事前通行規制等の基準値に達することが想定される場合  

③大雨注意報が発表され、当該注意報の中で、夜間～翌日早朝に大雨警報（土砂災害）

に切り替える可能性が高い旨に言及されている場合 

【 警 戒 レ

ベル４】避

難指示 

①～④のいずれかの一つに該当する場合に発令する  

①土砂災害警戒情報が発表された場合  

②土砂災害危険度分布（気象庁キキクル）において「危険（紫）」（警戒レベル４相当）

で表示された場合 

③大雨警報（土砂災害）が発表されている状況で、記録的短時間大雨情報（時間雨

量 110mm）が発表された場合 

④土砂災害の前兆現象（湧き水・地下水の濁り、渓流の水量の変化等）が発見された

場合 

【 警 戒 レ

ベル５】災

害 発 生 情

報 

①～⑤のいずれかの一つに該当する場合に発令する  

 

①大雨特別警報（土砂災害）（警戒レベル５相当情報 [土砂災害]）が発表された場合 

②家屋の倒壊や道路の崩壊など、人的被害につながるおそれのある規模の土砂災害の

発生が確認された場合 
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資料７－４．ヘリコプター発着予定場所 

発着予定地名称 所 在 地 予定地面積(ﾀﾃ*ﾖｺ) 規模 備    考 

西原中学校 

グラウンド 
小森３２５１ １００＊ ８８ 中 北校舎、南役場 

西原村民 

グラウンド 
布田１５１４ ３８，４３４ 大 

東、南ﾅｲﾀｰ、西ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀ

- 

山西小学校 

グラウンド 
小森２７６４ １２，６４７ 中 東 校 舎 

河原小学校 

グラウンド 
河原９７６ ５，７３８ 小 北 校 舎 

 

 

 

第８ 水防倉庫及び備蓄資機材  

 

資料８－１．水防倉庫及び備蓄資機材一覧 

平成２４年４月１日現在  

水防倉庫名  河川名 所在地 管理者名 
資材器具 

土のう 杭 スコップ 掛矢 ツルハシ 

門出積載車車庫  木山川 門出 消防班長 100  2   

土林〃 〃 土林 〃 100  2   

日向〃 〃 日向 〃 100  2   

布田〃  布田川 布田 〃 100  2   

西原村役場  小森 産業課長 1500  20 2 2 
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第９ 消防施設等 

 

資料９－１．消防団組織 

 

 

 

資料９－２．消防機械器具一覧 

平成２９年４月１日現在 

 本部 １分団 ２分団 ３分団 ４分団 ５分団 ６分団 ７分団 ８分団  計 

小型動力

ポンプ積

載自動車 

 ２ ６ ３ ３ ２ ４ ２ ２ ２４ 

可搬動力

ポンプ  
１         １  

出典：平成 29 年版 消防年報くまもと（熊本市消防局） 

第
一
分
団
（
鳥
子
地
区
）

第
五
分
団
（
谷
地
区
）

第
六
分
団
（
上
あ
げ
地
区
）

第
七
分
団
（
下
あ
げ
地
区
）

第
八
分
団
（役
場
）

第
三
分
団
（
宮
山
地
区
）

第
四
分
団
（
布
田
地
区
）

第
二
分
団
（小
森
地
区
）

団 長

副団長

本 部
（女性消防班）

定 数 255名

団員数 255名
（H30.4.1現在）

■西原村消防団組織図

252 名 

（R4.4.1 現在） 
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第１０ 村内医療機関等  

 

資料１０－１．村内医療機関等 

名称 所在地 医師数 備考 

永広医院 西原村大字小森３２０９－２ １  

のむら内科クリニック 西原村大字小森２８２２－３ １  

桑田歯科医院 西原村大字小森３２６９－３ １  

赤尾歯科医院 西原村大字小森３５９８－１ １  
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第１１ 災害時応援協定等一覧  

 

資料１１－１．災害時応援協定等一覧 

協定名 相手先 内容 締結日 

熊本県市町村災害時相

互応援協定 

熊本県市長会、

熊本県町村会 

地震等の災害に被災した市町村が

単独では十分な応急の復旧対策が

できない場合に、友愛精神に基づ

き相互に応援を行うものとする。 

平成 15 年 7 月 23 日 

熊本県消防相互応援協

定 

熊本県内市町

村、消防組合 

火災その他の災害が発生した場合

に相互の消防力を活用して、災害

による被害を軽減することを目的

とする。 

平成 27 年 4 月 1 日 

大規模な災害時の応援

に関する協定 

国土交通省九州

地方整備局 

大規模な災害が発生した場合、資

機材及び職員の応援等を行う。 
平成 23 年 8 月 4 日 

災害時における救援物

資の提供に関する協定 

西阿蘇酪農業協

同組合 

災害発生時等、常温保存可能飲料

を無償提供する。 
平成 18 年 7 月 7 日 

災害時における物資供

給に関する協定 

ＮＰＯ法人コメ

リ災害対策セン

ター 

災害発生時等、調達可能な物資に

ついて、優先供給を行う。 
平成 23 年 6 月 7 日 

災害時における物資供

給に関する協定 
株式会社ナフコ 

災害発生時等、調達可能な物資に

ついて、優先供給を行う。 
平成 29 年 11 月 1 日 
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第１２ 災害救助法等  

 

資料１２－１．被害報告取扱要領 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対策基本法、災害救助法、その他法令等の規定による災害に関する情報収集、被害報告（以

下「被害報告等」という。）は、県における災害応急対策および災害復旧の基礎資料となるもので

あることから、迅速かつ的確に処理するものとし、この扱いについては、下記の要領によって行う

ものとする。 
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出典：熊本県地域防災計画（資料編）平成 30 年度修正 
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資料１２－２．救助の種類及び実施方法一覧  

平成 30 年 12 月 4 日現在 

救助の種

類 

実施 

責任者  
救助の対象  救助の方法  費用の限度額  救助の期間  

避 難 所 の

設置 

市 町 村

長 

(1)避難所に収容

する者は、災害

により現に被害

を受け、又は被

害を受けるおそ

れのある者に限

るものとする。  

(1)避難所は、学校、公民館、

福祉センター等の公共施

設等の既存建物を応急的

に整備して使用するもの

とする。これらがない場

合、又はこれらで充足でき

ない場合はその他の既存

の建物を、既存の施設が得

難い場合は、野外に仮設物

又は天幕等を設置して避

難所とする。既存の建物を

利用する場合、耐震、耐火、

鉄筋構造の建物を優先し、

できる限り生活面でバリ

アフリー化された施設を

利用し、そうでない施設で

は、障がい者用トイレ、ス

ロープの仮設に配慮する。 

(2)高齢者、障がい者等であ

って避難所での生活にお

いて特別な配慮を必要と

する者（以下「要配慮者」

という。）を収容する場合

には福祉避難所を設置で

きる。  

(3)避難所を設置したとき

は、被災者に周知徹底し収

容保護するものとする。  

(4)避難所を設置したとき

は、直ちに知事に次の事項

を報告しなければならな

い。 

①避難所開設の日時及び場  

所 

②箇所数及び収容人員  

③開設予定期間  

(5)要配慮者に対して旅館・

ホテルなど宿泊施設の借

上げを実施し、供与するこ

とができる。  

避難所設置費  

1 人１日当たり  

320 円以内  

 

（加算額）  

 高齢者等に供与す

る「福祉避難所」を

設置した場合、当該

地域における通常の

実費を加算できる  

原 則 と し て

最大限 7日以

内 
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救助の種

類 

実施 

責任者  
救助の対象  救助の方法  費用の限度額  救助の期間  

応 急 仮 設

住 

宅の供与  

市 町 村

長 

1)住家が全焼、全

壊、又は流失し、

現に居住する住

家がない者で、

自らの資力をも

って、住宅を確

保することがで

きない者。  

(2) 入 居 の 単 位

は、り災者 1 世帯

1 戸とする。  

○建設型仮設住宅  

(1)設置場所は、県又は市町

村の公有地を選定するも

のとする。ただし、これに

より難い場合は、民有地を

利用することが可能なも

のとする。  

(2)建設型仮設住宅の 1 戸

当たりの規模は、実施主体

が地域の実情、世帯構成等

に応じて設定し、構造は、

1 戸建、長屋建若しくはア

パート式のいずれかとす

る。 

(3)建設型仮設住宅を同一

敷地内又は近接する敷地

内に概ね 50 戸以上建設し

た場合は、居住者の集会等

に利用するための施設を

設置でき、 50 戸未満であ

っても小規模な施設を設

置できる。  

(4)高齢者、障がい者等であ

って日常の生活上特別な

配慮を要する者を数人以

上収容し、老人居宅介護事

業等を利用しやすい構造

及び設備を有する施設 (福

祉仮 設住 宅 )を 設置 でき

る。 

(5)建設型仮設住宅に収容

すべき入居者の選考にあ

たっては十分な調査に基

づき、必要に応じ、民生委

員等の意見を徴する等、り

災者の資力その他生活条

件等を調査のうえ決定す

るものとする  

○１戸当たりの規模

は、実施主体が地域

の実情、世帯構成等

に応じて設定する。  

○設置に係る原材料

費、労務費、付帯設

備工事五 h、輸送費

及び建築事務費等の

一 切 の 経 費 と し て

5,610,000 円以内。 

 

災 害 発 生 の

日から 20 日

以内着工。供

与期間は、当

該 工 事 が 完

了 し た 日 か

ら 2箇年以内

とする。  

○借上型仮設住宅  

(1)借上型仮設住宅の１戸

当たりの規模は、世帯の人

数に応じて建設型仮設住

宅の規模に準じる。  

○費用は、家賃、共

益費、敷金、礼金、仲

介手数料又は火  

災保険料等その他民

間賃貸住宅の契約に

不可欠なものとし、

地域の実情に応じた

額とする。  

災 害 発 災 の

日 か ら 速 や

か に 借 上 げ

て提供供与。

期間は、建設

型 仮 設 住 宅

と 同 様 と す

る。 

被 災 し た

住 宅 の 応

急修理  

市 町 村

長 

(1)災害によって

住家が半焼又は

半壊し、そのま

までは当面の日

常生活を営むこ

とができない者

で、自らの資力

をもって応急修

理をなすことが

できない者。  

○居室、炊事場、トイレ等、

日常生活に欠くことがで

きない必要最小限度の応

急的修理とすること。  

○一世帯当たり  

584,000 円以内  

工 事 完 了 期

間は、災害発

生 の 日 か ら

１ケ月以内  
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救助の種

類 

実施 

責任者  
救助の対象  救助の方法  費用の限度額  救助の期間  

炊 き 出 し

そ の 他 に

よ る 食 品

の給与  

市 町 村

長 

(1)避難所に収容

された者である

こと。  

(2)住家の被害が

全焼、全壊流失、

半焼、半壊又は

床上浸水等によ

り、現に炊事が

できない者であ

ること。  

(3)その他給与が

必要であると認

められた者であ

ること。  

(1)通常として、包装食、に

ぎり食、パン等が適当であ

る。ただし、幼児はミルク

等の給与を配慮すること。 

(2)副食としては、漬物、佃

煮、かんづめ等で食器類を

要しないもの。  

○1 人１日当たり  

1,140 円以内  

災 害 発 生 の

日から 7日以

内 

飲 料 水 の

供給 

市 町 村

長 

(1)災害のため、

現に飲料水を得

ることができな

い 者 に 限 る こ

と。(飲料水及び

炊事のための水

であること) 

(1)水の購入、給水器・浄水

器等による飲料水の供給

及び飲料水中に直接投入

する薬品の交付等により

行うものとする。  

○当該地域における

通常の実費  

原 則 と し て

災 害 発 生 の

日から 7日間

とする。  

被 服 、 寝

具、その他

生 活 必 需

品 の 給 与

又は貸与  

市 町 村

長 

(1)災害により住

家に被害 (全焼、

全壊、流失、半

焼、半壊及び床

上 浸 水 ) を 受 け

た 者 で あ る こ

と。 

(2)被服・寝具・そ

の他生活上必要

な最小限度の家

財をそう失した

者であること。  

(3)被服・寝具、そ

の他生活必需物

資がないため、

日常生活を営む

ことが困難な者

であること。  

被災者の実情に応じ  

1.被服、寝具及び身廻品  

2.日用品  

3.炊事用具及び食器  

4.光熱材料  

 

 

 

 

 

 

 

下記金額の範囲内  

災害発生の  

日から 10 日 

以内 

区分 期間  
１人世

帯の額  

２人世

帯の額  

３人世

帯の額  

４人世

帯の額  

５人世

帯の額  

６人以上

１人増す

ごとに加

算する額  

全壊 

全焼 

流出 

夏季  
18,500

円 

23,800

円 

35,100

円  

42,000

円 

53,200

円 

7,800 

円 

冬季  
30,600

円 

39,700

円 

55,200

円  

64,500

円 

81,200

円 

11,200 

円 

半壊 

半焼 

床上浸

水 

夏季  
6,000

円 

8,100

円 

12,100

円  

14,800

円 

18,700

円 

2,600 

円 

冬季  
9,800

円 

12,800

円 

18,100

円  

21,500

円 

27,100

円 

3,500 

円 

医療 市 町 村

長 

(1)医療を必要と

する状態にもか

かわらず、災害

のため医療の方

途を失った者と

する。  

(応急的処置 ) 

(1)原則として救護班によ

って行うものとする。  

(2)救護班では医療が実施

できない程度の重傷者及

び救護班の到着を待つこ

とができない緊急患者に

ついては、一般診療機関へ

の入院又は通院も止むを

得ない。  

(3)本県の救護班は、法第

16 条により日本赤十字社

熊本県支部と契約してい

る。 

○救護班･･･使用し

た薬剤、治療材料、

破損した医療器具

の修繕費等の実費  

○病院又は診療所  

･･･国民健康保険の

診療報酬の額以内  

○施術者  

協定料金の額以内  

災 害 発 生 の

日から 14 日

以内 

助産 市 町 村

長 

(1)災害のため助

産の方途を失  

った者 (死産、流

産を含む ) 

であること。  

(1)救護班によって行われ

ることが望ましいが助産

師によることもできるも

のとする。  

(2)救護班及び助産師のほ

か、助産所又は一般医療機

関で行っても差し支えな

い。 

○救護班等による場

合は、使用した衛生

材料等の実費  

○助産師による場合

は、慣行料金の 2 割

引以内の額  

分 べ ん し た

日から 7日以

内 



 

資料 - 53 

救助の種

類 

実施 

責任者  
救助の対象  救助の方法  費用の限度額  救助の期間  

被 災 者 の

救 

出 

市 町 村

長 

(1)災害のため、

現に生命、身体

が危険な状態に

ある者  

(2)災害のため、

生死不明の状態

にある者で、諸

般の情勢から判

断して、生存し

ていると推定さ

れる者。  

(1)生命の保全を第一義と

し、災害の状況に応じて最

も適確かつ迅速に実施で

きる方法とする。  

○舟艇その他救出の

ための機械、器具等

の借上費又は購入

費、修繕費及び燃料

費等とし、当該地域

における通常の実

費 

災 害 発 生 の

日から 3日以

内 

死 体 の 捜

索 

市 町 村

長 

(1)行方不明の状

態にある者で、

周囲の事情によ

りすでに死亡し

ていると推定さ

れる者  

イ、行方不明の状

態になってから

相当の時間を経

過している場合  

ロ、災害の規模が

きわめて広範囲

にわたり、特定

の避難所等の地

域以外は、壊滅

してしまったよ

うな場合。  

ハ、行方不明にな

った者が重度の

身体障害者又は

重病人であった

場合 

ニ、災害発生後、

きわめて短期間

のうちに引続き

当該地域に災害

が発生したよう

な場合  

(1)警察、消防機関及びその

他の機関等の協力を得て

行うものとする。  

○舟艇その他捜索の

ための機械、器具等

の借上費又は購入

費、修繕費及び燃料

費等とし、当該地域

における通常の実

費 

原 則 と し て

災 害 発 生 の

日から 10 日

以内 

埋葬 市 町 村

長 

(1)災害の混乱の

際及び直前に死

亡した者に対し

て災害のため遺

族が埋葬を行う

ことがきわめて

困難な場合等に

応急的な埋葬を

実施するもので

ある。  

(1)埋葬は応急仮葬である。 

(2)救助の実施機関が現物

給付することを原則とす

る。 

１体当たり  

○大人(12 歳以上)   

   211,300 円以内  

○小人(12 歳未満) 

   168,900 円以内  

原 則 と し て

災 害 発 生 の

日から 10 日

以内 
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救助の種

類 

実施 

責任者  
救助の対象  救助の方法  費用の限度額  救助の期間  

死 体 の 処

理 

市 町 村

長 

(1)災害の際死亡

し た 者 に つ い

て、その遺族等

が 混 乱 期 の た

め、死体の識別

等 の た め の 洗

浄、縫合、消毒の

措置、死体の一

時保存あるいは

検案を行うこと

が で き な い 場

合。 

(2)通常死体の発

見から、埋葬に

移る過程におい

て行われる処理

であり、埋葬を

前提としたもの

である。  

(1)救助の実施機関が現場

給付として行うものであ

ること。  

(2)刑事訴訟法及び死体取

扱規則等他の法令規定に

基づいて実施すること。  

○洗浄、消毒、縫合

等 

１体当たり  

3,400 円以内  

○一時保存  

既存建物借上費  

  通常の実費  

既存建物以外  

  1 体当たり  

  5,300 円以内  

○捜索  

救護班以外は慣行

料金 

原 則 と し て

災 害 発 生 の

日から 10 日

以内 

学 用 品 の

給与 

市 町 村

長 

(1) 住 家 の 全 壊

(焼)、流失、半壊

(焼 )又は、床上

浸水により、学

用品をそう失又

はきき損し就学

上支障のある小

学校・中学校・高

等学校及び特別

支援学校等の児

童・生徒  

学用品の品目  

1.教科書及び教材  

2.文房具  

3.通学用品  

○教科書及び教科書

以外の教材で、教育

委員会に届出又は

その承認を受けて

使用しているもの

を供与するための

実費。  

○文房具及び通学用

品は、１人当たり次

の金額以内  

 小学校児童  

4,400 円 

 中学校生徒  

4,700 円 

 高等学校等生徒  

5,100 円 

原 則 と し て

教 科 書 及 び

教 材 に つ い

て は 災 害 発

生 の 日 か ら

１ｹ月以内文

房具・通学用

品 に つ い て

は 15 日以内  

障 害 物 の

除去 

市 町 村

長 

(1)当面の日常生

活が営み得ない

状 態 に あ る こ

と。 

(2)日常生活に欠

くことのできな

い場所に運び込

まれた障害物の

除 去 に 限 る こ

と。 

(3)自らの資力を

もってしては、

障害物の除去が

できない者であ

ること。  

(4)住家は、半壊

又は床上浸水し

たものであるこ

と。 

(1)賃金職員又は技術者を

動員して除去を実施する。 

○１世帯当たり  

   135,400 円 

原 則 と し て

災 害 発 生 の

日から 10 日

以内 

応 急 救 助

の た め の

輸 送 及 び

賃金職員  

上 記 の

救 助 種

目 の 実

施 責 任

者 

1.被災者の避難  

2.医療及び助産  

3.被災者の救出  

4.飲料水の供給  

5.死体の捜索  

6.死体の処理  

7. 救 済 用 物 資 の

整理配分  

1)輸送業者との契約による

もの 

(2)輸送業者以外のもの  

(3)官公署及び公共的団体

によるもの  

○当該地域における

通常の実費  

救 助 種 目 毎

の実施期間  

※この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、知事は、内閣総理大臣に協議し、
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その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定める。  
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第１３ 輸送関係 

 

資料１３－１．道路通行規制要領等  
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１ 異常気象情報の伝達 

大雨・暴風等による異常気象のおそれがある場合の伝達は、次のとおりとする。  

    

熊本地方
気象台

福岡管区
気象台

水防本部
道路情報班

広域本部・地域振興局
土木部

市町村

バス営業所

パトロールカー

交番・駐在所
警察本部 警察署
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異常気象時通行規制区間及び道路通行規制基準（抜粋） 

路線名 規制区間 延長 
交通量 

(第/日) 

規制基準 

上段：時間雨量 

下段：連続雨量 

気象 

観測所 

危険 

内容 
迂回路 

通行注意 通行止 

熊 本 高

森線 

自：益城町

杉堂 

至：石原村

秋田 

2.5 16,270 

 

 

150 

30 

 

200 

西原 

（ 県 砂

防） 

落石 
(県 )津留

柳線 

 

出典：熊本県地域防災計画（資料編）令和４年度修正 
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第１４ 様式等  

 

資料１４－１．公用令書等 

様式４の１号 

 

 従事第    号 

                 公用令書       

 

                         住 所 

 

                         氏 名 

 

                          従事 

  災害対策基本法第７１条の規定に基づき、次のとおり協力を命ずる。  

 

                    処分権者  氏名           印 

 

  従事すべき業務   

  従事すべき場所   

  従事すべき期間   

  出頭すべき日時   

  出頭すべき場所   

  備   考   

   

 

様式４の２号 

 管理第    号 

                  公用令書       

 

                        住 所 

 

                        氏 名 

         第７１条                    管理 

  災害対策基本法第７８条第１項の規定に基づき、次のとおり   を使用する。 

                                 収容 

   年  月  日 

                   処分権者 氏 名            印 

 

 名   称 数 量 所在場所 範 囲 期  間 引渡月日 引渡場所 備 考  
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様式４の３号  

 保管第    号 

                  公用令書       

 

                          住 所 

 

                          氏 名 

 

         第７１条              

  災害対策基本法第７８条第１項の規定に基づき、次のとおり物資の保管を命ずる。  

 

  年  月  日 

                    処分権者  氏 名          印 

 

 保管すべき 

物資の種類 
数  量 保管すべき場所 保管すべき期間 備  考 

  

  

       

       

       

                           

 

 

様式５号  

 変更第    号 

 

                公用変更令書        

                          住 所 

 

                          氏 名 

        第７１条 

 災害対策基本法第７８条第１項 の規定に基づく公用令書（  年  月  日第  号） 

にかかる処分を次のとおり変更したので、同法施行令第３４条第１項の規定により、こ

れ   

を交付する。 

      年  月  日 

 

                     処分権者  氏 名         印 

 

  

   変更した処分の内容  
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様式６号  

 

 取消第    号 

 

                公用取消令書        

                          住 所 

 

                          氏 名 

 

 災害対策基本法第７１条     の規定に基づく公用令書（  年  月  日第 

号） 

        第７８条第１項１項 

にかかる処分を取り消したので、同法施行令第３４条第１項の規定により、これを交付

する。 

 

        年  月  日 

 

                     処分権者  氏 名         印 

 

 

 

 

 

様式７号  

 

                          

      西原村災害対策本部          10㎝ 

                          白地に黒字とする。 

     

      

    37cm  

 

 

 

 


